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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】通気部にステープル針等の固定具を使用するこ
となく棟垂木に固定でき、しかも雨漏れの恐れを皆無に
できる屋根用防水部材を提供する。
【解決手段】施工前には渦巻き状に巻かれ、施工時には
長さ方向及び／又は幅方向に伸縮可能な構造で長尺物と
して屋根の棟部に施工される屋根用防水部材であって、
幅方向の両側部に粘着層１３を有し、棟垂木との当接面
に止水性粘着面１３ａを備えた。これにより、工具等を
不要として棟垂木への固定が容易にできる。さらに、最
上部の不織布層１０の表面側に、長手方向にわたって伸
びる中心線１５もしくは棟垂木の幅と対応する施工基準
線１６を少なくとも１本以上設けることにより、それら
を基準として棟垂木に対しまっすぐに施工しやすくなり
、作業者間のばらつきを抑えることが可能になる。
【選択図】図５



(2) JP 3186678 U 2013.10.17

10

20

30

40

50

【実用新案登録請求の範囲】
【請求項１】
　施工前に渦巻き状に巻かれ、施工時には長さ方向及び／又は幅方向に伸縮可能な構造で
長尺物として屋根２の棟部に施工される屋根用防水部材１であって、幅方向の両側部に粘
着層１３を有する屋根用防水部材において、前記屋根用防水部材の棟垂木３３との当接面
に止水性粘着面１３ａを備えたことを特徴とする屋根用防水部材。
【請求項２】
　前記屋根用防水部材の最も上層に形成される不織布層１０の表面側に、長手方向にわた
って伸びる中心線１５もしくは棟垂木３３の幅と対応する施工基準線１６が少なくとも１
本以上設けられている請求項１記載の屋根用防水部材。
【考案の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、屋根の棟部に施工され、屋根裏への雨水浸入防止等に使用される屋根の防水
部材に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　瓦屋根での棟部に対し古くから行われている防水対策は、棟土やしっくい等を棟頂部に
盛り、さらに棟瓦を葺く工法があった。これにより、防水対策はもちろんのこと、いわゆ
る面戸の部分の仕上がりがきれいになり屋根全体の意匠面に優れるといった効果があった
。しかし、棟土やしっくいは、施工中に屋根の棟部以外のところを汚しやすいことや、施
工後に棟土内の水分がなくなり乾燥、収縮してもろくなった箇所が剥がれ落ちること等の
問題があり、防水部材として完全なものではなかった。また、重量もかなりあるため、軽
量化の検討が多く行われていた。
【０００３】
　近年、屋根の軽量化が進み、屋根の棟部の施工においてはいわゆる乾式工法化が普及し
つつある。乾式工法の例として、しっくい等に取って代わって棟際の屋根材間を覆う止水
性能を備えたシート状のものが使用されている。特許文献１記載の発明によると、図１２
に示すように中央のストリップ５０が、空気を通過させることができるとともに水をはじ
くことができる不織材料５１と、金属材料を埋め込んだ柔らかくて伸ばすことのできるポ
リイソブチレンシート材５２とで構成されて、長さ方向、幅方向とも伸縮性を有した封止
ストリップ５がある。
【０００４】
　この構成により、屋根の棟部にかかる屋根瓦にブチルゴム等が密着され雨水の浸入を防
ぐとともに、棟部の通気を確保できるという効果を発揮する。
【０００５】
　また、特許文献２記載の発明にも同様の構成の屋根用防水部材がある。この発明による
と、図１３に示すように耐引き裂き性と熱収縮性を有するエラストマーシートを、粘着剤
を用いてアルミ箔の表面側に貼り合わせ、該アルミ箔の裏面側に、樹脂系塗料をコーティ
ングした多層防水シート７がある。
【０００６】
　この構成により、様々な意匠の屋根材や屋根勾配が類型的に存在する建築物において、
屋根の棟や壁際への防水シートの設置を現場設置形状に適合させられるので、容易に施工
できるとともに汎用性に優れる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平１－３１８６４６
【特許文献２】特開２０１０－０３７７２８
【考案の概要】
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【考案が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上記特許文献１及び特許文献２に記載された発明には、さらに改良の余
地があった。屋根用防水部材を施工しようとするときは、渦巻き状に巻かれた初期状態の
屋根用防水部材を棟垂木の長手方向に渡して施工するが、棟垂木との接地部分には接着機
能や固定機能がないため、通気部の中心を棟垂木の中心と合わせながらタッカー等を用い
ステープル針状のもので通気部と棟垂木とを固定しながら施工する必要があった。
【０００９】
　この方法により屋根用防水部材は施工できるが、その一方で、通気部と棟垂木との固定
時に使用したステープル針状のものが通気部に穴を開けてしまう。さらに、上方に施工す
る棟瓦を棟垂木に固定するためのねじでも通気部に穴が開き、ねじ穴を介して前記のねじ
等から浸入した雨水等が通気部に開いた穴を経由して棟垂木を濡らし、さらに内部の開口
まで浸入してしまう。結果として、雨漏れを起こす原因となる恐れがあった。別の問題点
として、前記ステープル針状のもので固定するのは棟垂木方向に一定の間隔をあけて行う
ことが一般的であるため、周囲が固定されていない部位の屋根用防水部材に対し棟瓦を棟
垂木に固定しようとすると、ねじの回転作用により屋根用防水部材を上方へ巻き上げてし
まう。これは、ねじの先端が屋根用防水部材を貫通するタイミングと棟垂木に螺入される
タイミングとの差がわずかに発生し、屋根用防水部材を貫通してから棟垂木に螺入し始め
るまでの時間分、屋根用防水部材が回転しているねじの上方へ引き寄せられるからである
。この状態は、屋根用防水部材の防水層を破ってしまい、棟垂木に対してしっかり施工さ
れていない状態となる問題があった。
【００１０】
　別の課題として、この類の屋根用防水部材は、棟垂木に対し左右が均等になって初めて
高い意匠性、高い防水性能を達成できるが、屋根用防水部材の中心と棟垂木の中心とをう
まく合わせて施工することは、特に長尺になるほど困難であった。
【００１１】
　以上のことをかんがみ、本発明の課題は、屋根用防水部材において通気部にステープル
針等の固定具を使用することなく棟垂木に固定でき、しかも雨漏れの恐れを皆無にできる
屋根用防水部材を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記の課題を解決するために、本発明の屋根用防水部材は、施工前に渦巻き状に巻かれ
、施工時には長さ方向及び／又は幅方向に伸縮可能な構造で長尺物として屋根の棟部に施
工される屋根用防水部材であって、幅方向の両側部に粘着層を有する屋根用防水部材にお
いて、前記屋根用防水部材の棟垂木との当接面に止水性粘着面を備えた構成を採用する。
【００１３】
　上記の構成を採用することにより、棟垂木と屋根用防水部材とを固定する際に、タッカ
ー等の工具を用いなくても難なく施工できる。また、棟瓦を棟垂木に固定する場合におい
て、ねじにより屋根用防水部材を突き破ってしまっても、前記止水性接着面により屋根用
防水部材の突き破られた穴からの水の浸入を防止することができる。
【００１４】
　また、上記の発明をより効果的に発揮するために、前記屋根用防水部材の最も上層に形
成される前記不織布層の表面側に、長手方向にわたって伸びる中心線１５もしくは棟垂木
３３の幅と対応する施工基準線１６が少なくとも１本以上設けられている構成を採用する
。この構成の採用により、従来では棟芯方向に対し左右にきれいに合わせるのが困難であ
った屋根用防水部材が、施工基準線を参考に棟垂木への中心合わせを容易に行うことがで
きるので、手間がかからない。当然、中心線も設けていればなおさらのことである。
【考案の効果】
【００１５】
　本発明の屋根用防水部材により、タッカー等の工具類を不要として屋根用防水部材を棟
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垂木に固定できるうえ、その固定作業が迅速に行えるようになる。さらには、棟瓦の棟垂
木への固定時にねじ等が屋根用防水部材を突き破っても、棟瓦の内部空間に浸入した雨水
等が浸入することなく、より高い防水性能を発揮することができる。そして、施工基準線
により屋根用防水部材が棟垂木に対しバランスよく施工できるので、施工精度が高く、作
業の効率化が図られる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の屋根用防水部材の正面図を示した図である。
【図２】図１中のＡ－Ａ断面図である。
【図３】本発明の屋根用防水部材の要部拡大斜視図である。
【図４】本発明の屋根用防水部材の裏面図を示した図である。
【図５】本発明の屋根用防水部材の斜視図を示した図である。
【図６】本発明の屋根用防水部材の他の実施例である。
【図７】本発明の屋根用防水部材の平面図を示した図である。
【図８】本発明の屋根用防水部材を隅棟に施工する様子を示した図である。
【図９】本発明の屋根用防水部材を棟頂部に施工した様子を示した図である。
【図１０】本発明の屋根用防水部材の施工後に棟瓦を葺いた様子を示した図である。
【図１１】本発明の屋根用防水部材を施工した大棟の断面図である。
【図１２】従来の技術を示した図である。
【図１３】従来の技術を示した図である。
【考案を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明における実施例について詳細に述べる。
【００１８】
　［基本構成］
　まず、本発明の屋根用防水部材１の基本構成について説明する。本発明の屋根用防水部
材１は、図１や図２、図５に示すように、主に不織布層１０、防水基材層１１、金属膜層
１２、粘着層１３、剥離紙１４の５層より構成されている。
【００１９】
　本発明の屋根用防水部材１の基本形状は、従来技術にもあるように、一方に長尺で帯状
となっており、通常状態（施工前の状態）で渦巻き状に巻き取られている。また、断面視
は全体的に薄膜状であるが、幅方向中心部と両端縁との略中央部付近に、両端縁から中心
部に向かって上方にＺ字状あるいは逆Ｚ字状に折り返しが設けられている。この折り返し
が幅方向に向かって伸縮可能としている。
【００２０】
　不織布層１０は、屋根用防水部材の最も上層に形成され、一定の幅及び屋根用防水部材
の長さと同一程度の長さを有している。不織布層１０の材質は、公知の技術に記載された
材質を適宜選択するものとし、一例としてポリエチレンやポリプロピレン等の不織布で構
成されている。不織布層１０は、後述の防水基材層１１と一部又は全部が接着されて一体
となっており、棟瓦表面等から浸入した雨水等を内部に浸入させないよう、一次防水層と
して高い防水性、撥水性を有している。この不織布層１０は、小屋裏より開口を経由して
上昇してくる空気を通気する効果も有する。なお、不織布層１０は棟部に設けられた開口
に雨水等を浸入させずしかも通気ができるようになっていればよいので、幅方向に全範囲
設けられておらず、長手方向の中心線より３０～１００ｍｍ程度、特に望ましくは５０～
８０ｍｍ程度の範囲で設けられていればよいが、これに限定されず適宜必要な範囲に設け
られている。
【００２１】
　また、不織布層１０の別の効果として、図３に示すようなさまざまな識別のための表記
１０ａが描かれるよう一種の印刷面となっており、表記１０ａには品名や型番、製造年月
日のほか、施工手順や施工をする方向の指示等がある。本発明の屋根用防水部材１は、長
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手方向へ向かって連続した重合部Ａを設けていることにより、長手方向がいくらか伸縮可
能となっており、複雑な形状の屋根材３２の表面であっても容易に馴染ませる（屋根面の
形状に沿った形に変形でき、屋根材３２との隙間をなくし、しっかりと防水を取る）こと
ができる。特に、屋根材同士の重なり部分は、例えば粘土瓦の場合、最大で２５ｍｍ程度
の段差が発生することがある。したがって、高い段差があっても重合部Ａが長手方向にい
くらか伸長する（幅方向で部分的に伸長することを含む）ことにより隙間なく施工できる
（例として図９）。これは、段差に限らず屋根材表面が大きく湾曲したものであっても同
様である。前記の重合部Ａは、一定の向きで構成されていることが良く、一方に対し他方
が上から重ねられる様態が繰り返されており、施工時に軒側となる方向が上方から重なる
ように山折りとなっていることが望ましい。この構成により、万一雨水が屋根用防水部材
１に付着した際でも、雨水の流下がスムーズに行われ、わずかながらでも有していた漏水
の危険性や屋根用防水部材そのものの腐食を抑制させられる効果が期待できる。これらは
、特に隅棟２０で顕著であるため、不織布層１０には施工方向の表記１０ａが必要である
。
【００２２】
　防水基材層１１は、不織布層１０の下方に形成され、接着剤によって金属膜層とほぼ一
体となっている。防水基材層１１は、前記不織布層１０と同様、雨水等を小屋裏まで浸入
させないよう二次防水層として高い防水性能を有するとともに、金属膜層１２の柔軟性と
協働して折り曲げ加工性に優れた効果を有する。具体的な材質として、熱可塑性エラスト
マー等を好適例とする。防水基材層１１は、その厚みが０．１ｍｍないし０．５ｍｍ程度
、特に０．３ｍｍ程度を好適とする。防水基材層１１は、屋根用防水部材１の幅方向全域
に設けられており、不織布層１０が上方に被さる範囲においては、金属膜層１２とともに
通気口１２ａが幅方向に２列以上、望ましくは４列以上で長さ１０センチメートル当たり
直径５～２０ｍｍ程度の通気口１２ａが３～１０個程度設けられている。この通気口１２
ａは、棟を構成する野地板間の開口（図示なし）から上昇してきた空気を通気することが
できるようになっている。また、この通気口１２ａは、その全範囲が上部に設けた不織布
層１０で覆われており、屋根用防水部材１の施工状態において棟垂木３３の上面と接しな
いよう、幅方向での中心付近を避けるように配置されている。ここで、重合部Ａの長さは
、一般長さ（渦巻きを解いた未施工の状態）に対する実長さ（重合部Ａをすべて伸ばしき
ったときの長さ）が１１０～１５０％程度、特に１１６～１３３％程度となるように設け
られているので、長手方向に向かって伸縮可能としている。なおまた、重合部Ａは、防水
基材層と金属膜層が一体になった状態で繰り返し構成されている。
【００２３】
　金属膜層１２は、防水基材層１１と後述の粘着層１３との間に形成されている。金属膜
層１２の目的は、金属膜が有する可塑性の特徴を利用して、屋根の凹凸面に本発明の屋根
用防水部材を施工したときに、屋根の凹凸面に馴染みやすく、しかも形状を保たせるため
のものである。金属膜層１２は、屋根用防水部材１を手加工で切断でき屋根面に馴染ませ
られることを考え、３０μｍ～９０μｍ程度の薄膜状で構成されている。材質は、例とし
て一般的なアルミ箔を用いるが、コスト面や施工性等を考慮して適宜材質を選択される。
なお、金属膜層１２には前述したように防水基材層１１とともに、その同一箇所に通気口
１２ａが設けられていてもよい。
【００２４】
　また、図示はしないが、金属膜層には、少なくともその下面（屋根材３２側）に樹脂コ
ーティングがされており、アルミ箔等の金属に対し耐久性、耐食性を向上させる目的のほ
か、極端な変形等に対し、金属の膜が容易に裂けないようにする目的がある。前記樹脂コ
ーティングの材質は、エポキシ樹脂系、アミノ樹脂系、メラミン樹脂系等とし、前記樹脂
コーティングの厚さは０．５μｍないし５μｍ程度とするが、これらはいずれも周知技術
に記載のものを適宜選択すればよい。
【００２５】
　粘着層１３は、金属膜層１２よりも下層に設けられ、棟部の屋根材３２に直接接着する
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部位である。そのため、幅方向の両端部付近に設けられ、屋根材３２との接着が十分にで
き、しかもその接着面から雨水等が棟の内部まで浸入しないよう防水性に優れていること
が求められる。この粘着層１３は、例えばブチルゴム等が好適である。屋根材３２に対す
る接着力と防水性を十分に発揮できるよう、例えば粘着層１３の幅は、屋根用防水部材１
の幅方向に対し１０ｍｍ～５０ｍｍ程度が良く、特に望ましくは３０ｍｍ程度がよい。ま
た、粘着層１３の厚み（高さ）は、少なくとも０．５ｍｍ以上が良く、２ｍｍ程度の適当
な厚さの範囲であれば凹凸の大きい屋根材３２に対し十分な接着力が得られる。
【００２６】
　剥離紙１４は、屋根用防水部材１の最も下層に形成され、前記の粘着層１３を覆うため
のものである。剥離紙１４は、粘着層１３とは接着されているが、その用途からして容易
に剥離できる剥離性の高い材質で構成されている。前記の粘着層は、接着力を有している
ので屋根用防水部材１を施工する際に、想定外の箇所に不意に接着させてしまう可能性が
十分考えられる。粘着層１３は、材質によって他のものに接着すると剥がしたり取り除い
たりするのに労力が必要であるため、屋根用防水部材１の施工前には粘着層１３を覆った
状態であり、施工する際に必要に応じて容易にはがせるよう剥離紙１４を設ける。剥離紙
１４は、粘着層１３から容易に剥離させることができるよう、その幅方向よりも若干幅広
であり、長さ方向よりも若干長くなって指でつまみやすくなっている構成とすることが望
ましい。
【００２７】
　以上までで、本発明の屋根用防水部材１の基本構成を説明したが、これらは公知技術等
で容易に構成されるものである。本発明の特徴は、屋根用防水部材１のうち屋根の棟部に
施工された棟垂木３３との当接面に止水性接着面１３ａを備えたこと、及び不織布層１０
に中心線１５とは別の施工基準線１６が設けられていることの二つの点で特徴がある。こ
れらの点について以下に詳述する。
【００２８】
　［止水性接着面の構成］
　第一に、本発明の止水性粘着面１３ａは、図１、図３、図４、図５に示すように従来の
他の屋根用防水部材と比べ、さらに幅方向の略中央部に、長手方向にわたって帯状に設け
られている点で相違している。この部分の止水性粘着面１３ａは、屋根用防水部材１が棟
部に施工された際にちょうど棟垂木３３の上面に位置しており、棟垂木３３への接着力に
よって前後左右にずれないという効果がある。また、屋根用防水部材１の棟垂木３３への
固定を止水性粘着面１３ａで行うので、タッカー等の工具を用いてステープル針等で固定
する必要がない。さらには、棟垂木の上面が止水性粘着面１３ａで覆われているため、棟
瓦３５をねじ３４により棟垂木３３に固定する際、屋根用防水部材１の不織布層１０、防
水基材層１１、金属膜層１２を貫通しても、止水性粘着面１３ａが高い止水性を発揮する
ため棟部から雨水等を浸入させることがない。要は、本発明の屋根用防水部材１の粘着層
１３及び止水性粘着面１３ａが幅方向中央部及び両端部の計３条設けられており、中央部
の止水性粘着面１３ａは棟垂木３３の上面に接着させて屋根用防水部材１の固定を図ると
ともに棟瓦３５の固定によりねじ３４が貫通しても雨水の浸入を防ぐことができ、幅方向
両端の粘着層１３には屋根材３２の表面と接着させてその表面からの雨水の浸入を防止す
ることができる。
【００２９】
　本発明の止水性粘着面１３ａの基本構成は、図３や図４に示すように、屋根用防水部材
１の幅方向の中心より長さ方向にわたって帯状に設けられている。止水性粘着面１３ａの
幅は、２０～５０ｍｍ程度が良く、特に３０～４５ｍｍであることが望ましい。この幅は
、棟部に施工される棟垂木３３の上面の幅と略一致する程度としているが、実質は少なく
とも棟瓦３５の固定時において棟垂木３３へねじが固定される位置に止水性粘着面１３ａ
があれば足りるため、幅は棟垂木３３の幅に対し幅狭になっていても良く、棟垂木３３の
幅方向の略中央部にいくらか幅を有していれば良い。また、止水性粘着面１３ａの材質は
、例えば粘着層と同様にブチルゴム等で構成されていても良い。つまり、止水性粘着面１
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３ａは、棟垂木３３と接着して十分に固定できる機能と、雨水等に対する防水機能とを有
していることが望ましい。また、これらの機能を有することで、棟瓦３５を固定するねじ
３４を屋根用防水部材１に貫通させて棟垂木３３に螺入する工程でも、止水性粘着面１３
ａにより屋根用防水部材１が棟垂木３３に対し連続して接着されているので、その接着強
度は十分有しており、ねじ３４の回転動作による屋根用防水部材１の巻き上げは発生しな
い。
【００３０】
　さらに、本発明の止水性粘着面１３ａは、そのほぼ全面が剥離紙１４で覆われている。
この剥離紙１４により、止水性粘着面１３ａが不意に屋根面や屋根材３２に付着してしま
ったとしても、それらの箇所に引っ付いたり汚したりしてしまうことはない。この剥離紙
１４は、前記止水性粘着面１３ａの幅と同一か、同幅よりも若干幅広となっており、又は
、止水性粘着面１３ａの長さ方向に対して同一長さか、同一長さよりも若干長くなってい
る。これにより、屋根用防水部材１の施工時に剥離紙１４を剥がしやすくできる。要は、
止水性粘着面１３ａは、粘着層１３と同様の性質を有しており、屋根用防水部材１に対す
る配置が異なっている。
【００３１】
　ここで、図６に示すように、屋根用防水部材１を渦巻き状に巻き取った状態で、止水性
粘着面１３ａと接する不織布層１０が剥離性を有している材料としたときに、前記の止水
性粘着面１３ａが屋根用防水部材１そのものの別の部位に接着してしまわないよう、剥離
紙１４に取って代わって、屋根用防水部材１を渦巻き状にしたときに止水性粘着面１３ａ
と接する部位の不織布層１０又は不織布層よりもさらに上層に設ける層を剥離性のある剥
離層１４ａとする構成も可能である。この態様であれば、止水性粘着面１３ａに剥離紙１
４を貼り付けなくても屋根用防水部材１そのものを汚すことはなく、剥離紙１４を剥がす
手間がないのですぐに施工することができ、しかも施工現場での剥離紙１４の廃棄物を発
生させることがない。屋根用防水部材１を渦巻き状に保管した状態を考慮すると、渦巻き
状に巻かれた屋根用防水部材１の最も外側の円周分程度の長さだけ剥離紙１４が貼り付け
られていてもよい。　　
【００３２】
　［施工基準線の構成］　
　第二に、本発明は、屋根用防水部材１の不織布層１０の表面側に中心線１５及び棟垂木
３３の幅と対応する施工基準線１６が設けられていることでも、従来技術とは異なる特長
がある。つまり、従来の技術では、屋根用防水部材１の中心に中心線１５だけが設けられ
ていることが多く、その中心線１５を棟芯とあわせることで左右のバランスを整えていた
が、実際の施工作業においては棟芯と中心線１５とを一致させることは難しいという問題
点があった。そこで、本発明では棟垂木３３の幅と対応する施工基準線１６を設けること
で、この問題点の解消を図った。
【００３３】
　本発明の施工基準線１６は、既存技術である屋根用防水部材表面側の長さ方向の中心に
、施工の目安として中心線１５とは別の施工基準線１６を設けている。図３、図５、図７
に示すように、施工基準線１６は、棟芯方向に対し少なくとも左右に１本ずつ、望ましく
は２～３本ずつが中心線１５から同一間隔で設けられており、２本の施工基準線１６の間
隔は上記した棟垂木３３の幅と対応している。例として、棟垂木３３の上面の幅が４２ｍ
ｍの場合、中心線１５から左右それぞれの施工基準線１６までの間隔は２１ｍｍがよく、
施工基準線１６と棟垂木３３の上面の縁とが同一線上に位置していることが望ましい。こ
の様態により、屋根用防水部材１を施工し始める際に、中心線１５を棟垂木３３の略中央
に合わせ、もしくは棟垂木３３上面の一方の縁に合わせ、施工基準線１６を棟垂木３３の
上面の縁（他方の縁）に合わせて施工すれば、少なくとも２本の線（２点）を基準として
屋根用防水部材１を棟部に施工することができるため、上記により中心線１５を不要とし
ても施工可能であるし、屋根用防水部材１の施工精度が向上し位置合わせも容易に行える
ようになる。
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【００３４】
　また、別の構成として、図４や図６に示すように、止水性粘着面１３ａの棟垂木３３と
の接着面そのものに、不織布層１０に設けた施工基準線１６とは別の線（中心線や施工基
準線）を設ける。これにより、屋根用防水部材１の作業者が止水性粘着面を棟垂木３３に
施工する際に、その中心や縁と止水性粘着面に設けた線との位置合わせを常時目で確認し
ながら施工できるので、施工精度の向上が図られ、かつ施工時間も短縮させることが可能
である。
【００３５】
　棟垂木３３の幅は、屋根の施工現場によりさまざまな寸法が使用されており、その例を
挙げても４０ｍｍ、４２ｍｍ、４５ｍｍ等が存在するため、前記した施工基準線１６は前
記の寸法等を含み棟垂木の幅寸法に合わせて３種類程度設けてもよい。このとき、複数本
設けた施工基準線は、棟垂木の幅に大きな差がないことからそれぞれが近接してしまうの
で、２以上の施工基準線を設けるときは、それぞれの施工基準線が判別しやすいよう線種
や線色、線太さ等を変更し、一目で判別できる構成とする。例えば、施工基準線が左右そ
れぞれ３本あるときは、線種で判別する場合、実線、点線、一点鎖線としたり、線色で判
別するときは、黒色、白色、赤色としたり（ただし、施工基準線を設けた不織布層の色は
除く）、線太さで判別する場合は、０．３ｍｍ、０．７ｍｍ、１．０ｍｍとしたりする。
又は、これら三種の識別要素の組み合わせでも良い。その他、識別可能な方法が最適な手
段で選択される。
【００３６】
　［施工実施例］
　実施例として、本発明の屋根用防水部材１を施工する手順について以下に示す。本施工
実施例では、大棟が１本、隅棟が４本の最も標準的な寄棟屋根での施工を想定して説明す
る。
【００３７】
　野地板まで施工された屋根面に改質アスファルト又はその他のルーフィングを施工し、
瓦を引っ掛けるための瓦桟木を所定ピッチで固定する（ここまでいずれも図示なし）。次
に、棟部に棟金具３１を棟方向にやはり所定ピッチで固定し、棟金具３１に棟垂木３３を
わたして固定する。続けて、軒先側より屋根材３２を施工し、棟際まで施工する。ここま
では、通常の瓦葺き屋根の施工方法と同様である。ここから、本発明の屋根用防水部材１
を施工する。
【００３８】
　図８に示すように、施工対象の屋根２に大棟２１と隅棟２０の両方が存在する場合は、
防水面を考慮して隅棟２０、大棟２１の順に施工していく。まず、棟垂木３３の上面にく
る幅をあらかじめ測定しておき、又は、屋根用防水部材１を棟垂木３３に仮置きしながら
、棟垂木３３の縁と概ね一致する施工基準線１６を確認しておく。また、不織布層１０の
表記１０ａを確認しながら、連続した重合部Ａの山折り側を軒側、同谷折り側を棟側に向
けて施工する方向を確認しておく（施工前の状態は渦巻き状となっており、施工にあたっ
て屋根用防水部材１の端部を引き出すと、引き出す方向は必ず上方に山折り側が重なって
いるになっている）。次に、本発明の屋根用防水部材１の端部を棟垂木３３の端部よりも
いくらか軒側にはみ出させて、最も軒側（隅棟施工の場合）の隅棟先端部分を包み込むよ
う折りたたみながら施工し始めていく（剥離紙は適宜剥がしていく）。隅棟先端部分の施
工が完了すれば、続けて中心線１５及び／又は施工基準線１６に合わせ屋根用防水部材１
の剥離紙１４を剥がしながら止水性粘着面１３ａを棟垂木の上面に指圧等で接着させ、続
けて粘着層１３を棟際の屋根材３２の表面に同様にして接着させる（図９）。このとき、
屋根材３２の表面の凹凸形状や棟瓦３５の被さり範囲に合わせて、適宜屋根用防水部材１
を長手方向、幅方向に伸縮させて、屋根材３２の表面との隙間ができないよう注視して施
工する。そして、これを繰り返しながら長手方向の棟側端部まで施工していく。
【００３９】
　すべての隅棟２０において棟頂部２２（三ツ又部）まで施工ができたら、大棟２１に屋



(9) JP 3186678 U 2013.10.17

10

20

30

40

50

根用防水部材１を施工する。図９に示すように、棟頂部２２に隙間ができないよう隅棟２
０に施工した屋根用防水部材１との取り合いに注意して、隅棟２０と同様に棟垂木３３及
び屋根材表面に施工する。棟部の施工がひと通り完了したら、図１０に示すように、棟垂
木３３上に隅棟止瓦、棟瓦、三ツ又瓦等を施工し、ねじ３４等で固定して屋根２の完成と
なる。なお、屋根用防水部材１は止水性粘着面１３ａにより棟垂木にしっかり固定されて
いるため、隅棟止瓦、棟瓦、三ツ又瓦等を施工した際に、屋根用防水部材の巻上げは発生
しておらず、その仕上がりが十分に達成される。
【００４０】
　本発明の屋根用防水部材１により、施工の手間が簡易となり施工性の向上が図られると
ともに、施工基準線１６を棟垂木３３の縁に合わせるだけであるので、屋根用防水部材１
の施工者によるバラツキを抑えることが可能となる。また、図１１に示すように、棟垂木
３３の上面には止水性粘着面１３ａが施されており、棟瓦３５のねじ留めによる屋根用防
水部材１（不織布層１０）の損傷（穴が開いた状態）があっても止水性に全く問題はない
。
【００４１】
　本発明の屋根用防水部材の構造及び施工方法について具体的な説明をしたが、本発明は
上記の好例に限定されるものではなく、その根本的技術思想を逸脱しない範囲において適
宜変更することができる。例えば、本発明の屋根用防水部材１の重合部Ａの重合量を、屋
根材３２に合わせて最適なものに適宜変更してもよいし、幅方向の伸縮構造をＺ字状の折
り返しから蛇腹状に変更することも可能である。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明は、屋根の棟部に施工する雨水等の浸入を防止する屋根用の防水部材として幅広
く活用できる。
【符号の説明】
【００４３】
１　　屋根用防水部材
１０　　不織布層
１０ａ　　表記
１１　　防水基材層
１２　　金属膜層
１２ａ　　通気口
１３　　粘着層
１３ａ　　止水性粘着面
１４　　剥離紙
１４ａ　　剥離層
１５　　中心線　
１６　　施工基準線
２　　屋根
２０　　隅棟
２１　　大棟
２２　　棟頂部
３１　　棟金具
３２　　屋根材
３３　　棟垂木
３４　　ねじ
３５　　棟瓦
５　　封止ストリップ
５０　　中央のストリップ
５１　　不織布材
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５２　　ポリイソブチレンシート材
７　　多層防水シート
Ａ　　重合部
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